
令和元年度補正

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金

公募要領〔ビジネスモデル構築型〕

（４次公募）

１.０版

令和４年９月

ものづくり・商業・サービス補助金事務局

（全国中小企業団体中央会）

※中小企業による経営革新のための設備投資等を支援する〔一般型〕とは異なり、
本類型は、中小企業の革新的な事業計画策定を支援する民間サービスが

対象となりますので、ご注意ください。
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１．本事業の目的

【事業目的】

中小企業によるイノベーション創出を後押しするためには、従来のものづくり・商業・サービス補助金のように、
中小企業が作成した事業計画を実行することを支援するのみならず、その事業計画自体に斬新なアイデア、革新的
なビジネスモデルが含まれるよう支援を行うことが必要です。

本事業により、民間サービスとして継続的に中小企業のビジネスモデル構築・事業計画策定を支援する、拡張可能
な先駆的プログラムの立ち上げを後押し、中小企業が持続的に経営革新に取り組んでいける「イノベーション・エ
コシステム」を構築します。

（参考）ものづくり補助金の他の類型との関係性

一般型・グローバル展開型

・革新的な事業計画実行
のための設備投資等

に対する補助
（事業実行プロセス）

・中小企業個社に対する
「点」の支援

ビジネスモデル構築型

・革新的な事業計画策定
のための支援プログラム

に対する補助
（事業創造プロセス）

・複数の中小企業を束ね
て支援する「面」の支援

相乗効果によって、中小企業の付加価値向上を実現
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２．事業内容

【事業内容】

中小企業が①革新性、②拡張性、③持続性、を有するビジネスモデルを構築できるよう、30者以上の中小企業を
支援するプログラムの開発・提供を補助します。
後述の補助要件を満たす民間団体等の取組が幅広く対象となりますが、個社支援ではなく、多くの中小企業が関

与する面的支援が想定されています。（申請内容は、これらに限定されませんが、あくまで中小企業に対する支援
事業が補助対象です。）

B. デザイン経営実践支援
（デザイン経営による中小企業の事業革

新等を支援する
プログラム）

A. 面的デジタル化支援
（中小企業のバックオフィス業務等

のDXを支援する
新規事業等）

C. ロボット導入FS
（ロボットや３Ｄプリンタ等を用い
たビジネスモデル転換を試行等）

D. 海外展開FS
（海外市場のニーズ調査等による事業開

発を支援する
プログラム等）

※ 事業の主たる課題の解決そのものを他社へ外注する又は委託する事業は対象外です。

【想定される中小企業支援事業の例】
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３．補助内容

【補助内容】

○補助上限 １億円 （下限 100万円）＜税抜＞

○補助率 ・大企業※1の場合 1/2
・それ以外の法人 2/3

○事業期間 交付決定日から10ヶ月以内（ただし、令和５年12月20日まで）
・補助事業期間内に、発注・納入・検収・支払等のすべての事業の手続きが完了する事業であること（事務局等によ
る補助金交付等のスケジュールの都合上、補助事業実施期間の延長を行うことはできません。

○補助要件
・中小企業※２30者以上※３に対して、以下を満たす３～５年の事業計画の策定支援プログラム※４を開発・提供すること。

①付加価値額 ＋３％以上／年

②給与支給総額 ＋１．５％以上／年

③事業場内最低賃金≧地域別最低賃金＋３０円

・補助事業終了後１年で、支援先企業の80%以上が事業計画を実行※５できるプログラム内容であること。

※１ 本事業における大企業及びみなし大企業の定義については別紙「よくあるご質問」を参照ください。なお、みなし大企業及び応募申請時点
で確定している（申告済みの）直近過去３年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超える場合は、大企業として扱います。

※２ 本事業の対象とする中小企業は、日本国内に本社を有する中小企業者（「中小企業等経営強化法」第２条第１項に規定する者）に限ります。

※３ 本事業申請時点で中小企業30者以上が確定している必要はありません。事業開始後に募集可能です。ただし、補助事業終了時点で、実際に
事業計画の策定に至った中小企業数が30者に達しない場合は、補助金を受け取ることはできませんので、ご注意ください。

※４ 成果物となる事業計画書の分量・様式は自由で、フレームワーク等を用いることも可能です。なお、補助金の申請書作成代行・ノウハウ提
供を主たる目的とした事業は対象外です。

※５ 中小企業が策定した事業計画の実行に繋げることが目的であり、ものづくり補助金・一般型や他の生産性革命推進事業（IT導入補助金等）
を活用することに限りません。補助事業者には、補助事業終了後1年時点で１回事業成果の報告を求めます。



４．補助対象者
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○補助対象は、以下のいずれにも該当しない、中小企業の経営革新を持続的に支援可能な法人です。（法人
格を持たない任意団体や地方公共団体、個人事業主は対象外）

・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条に規定する暴力団又は暴力団員と関係がある法人。
・過去２年間で、下請代金法又は独占禁止法（第19条）に関し、勧告以上の措置を受けた法人。
・過去に令和元年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ビジネスモデル構築型）の交付決定を受けた法人。
・テーマや事業内容から判断し、（過去又は現在の）国（独立行政法人等を含む）が助成する制度（本事業を含む補助金、委託費等）と
同一又は類似内容の事業（交付決定を受けていない過去の申請を除く）によって申請を行う法人。

○複数の法人が共同して実施する場合は、代表者を定め、当該代表者を申請者としてください。補助金の支
払いは代表者に対して行いますが、共同事業者や支援先中小企業が立て替えた経費を代表者が支払うことで、
これを補助対象とすることが可能※です。

※ 支援先の中小企業が支払う経費は、１者あたり200万円（税抜き）を上限とします。

自立可能な

面的支援プログラム
を提供

情報システム構築・
ワークショップ開催・

設備共同試用 等

※補助対象経費は
４ページを参照
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５．補助対象経費（中小企業支援プログラムの実施に必要な以下の経費）
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①人件費

本事業に直接従事する者に対する給与・賃金と
して支払われる経費
※ 補助事業者と雇用契約が結ばれている者（パート労働者
を含む）及び本事業に直接従事する派遣社員が対象。

※ 人件費単価は、補助事業事務処理マニュアルにある実績
単価又は健保等級単価を用いて算出。

※ 本事業に必要な最小限の人件費に限ります。不必要な人
件費が認められた場合、補助対象外とします。

②機械装置・
システム構築費
（備品費）

本事業に必要となる機械装置及び情報システム
の購入・構築・借用に要する経費
※ ３者以上の中古品流通事業者から型式や年式が記載された
相見積もりを取得している場合には、中古設備も対象。

※ 支援先の中小企業が購入する設備・システムは対象外で
すが、ビジネスモデルの検討のために試用する設備・シス
テムのリース費用や利用料は補助対象とすることは可能。

③旅費

本事業に必要となる旅費（交通費・宿泊料・
日当）及び専門家等に支払われる旅費の実費
※ 旅費は、全国中小企業団体中央会が定める「旅費支給に
関する基準」（別紙１）の通りとします。

④謝金

本事業の実施のために依頼した外部の専門家
等に謝礼として支払われる経費
※ 専門家の謝金単価は以下の通りとします（消費税抜き）。
・大学教授、弁護士、弁理士、公認会計士、医師：１日５万
円以下

・大学准教授、技術士、中小企業診断士、ＩＴコーディネー
タ：１日４万円以下

※ 専門家経費支出対象者には、外注費を併せて支出するこ
とはできません。

⑤会議費

事業を行うために必要な会議、講演会、シン
ポジウム等に要する経費（会場借料、機材借
料等）
※ 補助事業者が所有する会議室を使用する等の場合、原則
会場借料は発生しません。

※１ 共同事業者及び支援先中小企業が本事業（事業計画の策定等）に必要な上記①～⑪（支援先中小企業は②～⑩のみ）の経費を立て替え、補助事業期間内に代表者が共同事業者及び支援
先中小企業にこれを委託費として支払った経費は補助対象となります（支援先中小企業の場合は、200万円/者（税抜き）を上限とします）。ただし、支援先中小企業が補助事業者によって
提供される製品・サービスを利用・購入する経費については、補助対象外です。

※２ 経理処理の方法は、原則として、経済産業省の補助事業事務処理マニュアルに従います。

⑥消耗品費

事業を行うために必要な物品であって、備品
費に属さないものの購入に関する経費
※ 購入する消耗品等の数量は必要最小限にとどめ、受払簿に
て管理し、補助事業終了時には使い切ることを原則とします。
補助事業終了時点での未使用残存品は補助対象となりません。

⑦広報費

本事業に必要となる広報を実施するための経
費及び印刷製本費として支払われる経費
※ パンフレットやチラシ、ホームページ、ＳＮＳ等の広報媒
体の作成に要する経費及びテキスト等の印刷、製本、購入に
要する経費が対象。

⑧運搬費
運搬料、宅配・郵送料等に要する経費
※ 購入した機械装置等の納品に必要な運搬費については、
「機械装置・システム構築費」に計上してください。

⑨クラウドサー
ビス利用費

クラウドサービス等の利用に関する経費
※ 補助事業のために利用するクラウドサービスやＷＥＢプ
ラットフォーム、サブスクリプションサービスの利用費で
あって、他事業と共有する場合は補助対象となりません。

※ サーバーの領域を借りる費用は、見積書、契約書等で確認
できるもので、補助事業期間中に要する経費のみとなります。
契約期間が補助事業期間を超える場合は、按分等の方式によ
り算出された当該補助事業期間分のみとなります。

※ クラウドサービス利用に付帯する経費についても補助対象
となります（例：ルータ使用料・プロバイダ契約料・通信料
等）。パソコン・タブレット端末・スマートフォンなどの本
体費用は対象となりません。

⑩知的財産権
関連経費

特許・意匠・商標等の知的財産権の取得に要
する弁理士の手続代行費用等の経費
※ 事業成果でない知財や事業期間内に出願を完了しないもの、
出願手数料や審判請求・訴訟費用は補助対象外。

⑪外注費

本事業の一部を外注（請負、委託等）する場
合の経費
※ １者あたりの外注費は補助対象経費総額の２分の１を上限。
※ 外注先との書面による契約の締結が必要。
※ 機械装置等の製作を外注する場合は、「機械装置・システ
ム構築費」に計上してください。

https://www.meti.go.jp/information_2/downloadfiles/2022_hojo_manual.pdf
https://portal.monodukuri-hojo.jp/common/bunsho/bessi1ryohikitei_0807.pdf
https://www.meti.go.jp/information_2/downloadfiles/2022_hojo_manual.pdf


６．補助対象経費（対象外となる経費）

○ 以下の経費は、補助対象になりません。
① 工場建屋、構築物、簡易建物(ビニールハウス、コンテナ、ドームハウス等)の取得費用、及びこれらを作り上げるための組
み立て用部材の取得費用

② 再生エネルギーの発電を行うための発電設備及び当該設備と一体不可分の附属設備（太陽光発電を行うためのソーラーパ
ネルなど）

③ 設置場所の整備工事や基礎工事に要する費用
④ 事務所等にかかる家賃、保証金、敷金、仲介手数料、光熱水費
⑤ 電話代、インターネット利用料金等の通信費（クラウドサービス利用費に含まれる付帯経費は除く)
⑥ 商品券等の金券
⑦ 文房具などの事務用品等の消耗品代、雑誌購読料、新聞代、団体等の会費
⑧ 飲食、奢侈、娯楽、接待等の費用
⑨ 不動産の購入費、自動車等車両＊の購入費・修理費・車検費用
＊事業所や作業所内のみで走行し、公道を自走することができないものおよび税法上の車両及び運搬具に該当しないものを
除きます。

⑩ 税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士等に支払う費用及び訴訟等のための弁護士費用
⑪ 収入印紙
⑫ 振込等手数料（代引手数料を含む）及び両替手数料
⑬ 公租公課（消費税及び地方消費税額（以下「消費税等」という）等）
⑭ 各種保険料
⑮ 借入金などの支払利息及び遅延損害金
⑯ 報告書等の事務局に提出する書類作成・申請に係る費用
⑰ 本事業の事務局を委託する費用
⑱ 汎用性があり、目的外使用になり得るもの（例えば、事務用のパソコン・プリンタ・文書作成ソフトウェア・タブレット
端末・スマートフォン及びデジタル複合機など）の購入費

⑲ 中古市場において広く流通していない中古機械設備など、その価格設定の適正性が明確でない中古品の購入費（３者以上

の中古品流通事業者から型式や年式が記載された相見積もりを取得している場合等を除く）
⑳ 上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費
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７．申請方法
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申請者の基本情報は電子申請システムjGrantsにて、以下の情報を入力してください。事業計画書等の提出資料は「応募資料登録
システム」に掲載してください。いずれも申請には、ＧビズＩＤプライムアカウントの取得が必要です。アカウントの取得には時
間を要しますので、未取得の方は、お早めに利用登録を行ってください。同アカウントは、採択後の手続きにおいても活用いただ
きます。

１．基本情報の入力

申請者情報（会社名、所在地、法人ID、担当者、連絡先、事業内容、直近決算情報等）を記入してください。

２．提出資料

（１）事業計画書（プレゼンテーション資料）

中小企業30者以上に対する支援プログラムの事業計画について、以下のポイントを含む「プレゼンテーション資料(pdf形式)」を提出ください。

①事業タイトル（ビジョン・ミッション）
②ニーズ・解決したい課題
③支援ターゲットとなる中小企業とその数
④提供する支援プログラムの内容
⑤ビジネスモデルの特徴（革新性、拡張性、持続性）
⑥プログラム実施後の中小企業の事業の自立を促すとともに中小企業の資金需要をふまえた支援策の内容（補助事業者が支援中小企業者の
『事業計画の策定』を支援する際の具体的な手法・方法の内容。例えば、「付加価値額」を３％上げるためにどのように支援していくか、など）
⑦事業の実施体制とスケジュール

※様式は自由ですが、タイトル・目次を含めず、A4・20枚以内におさめること。

（２）プレゼンテーション動画

上記（１）の内容を10分以内にまとめた動画を作成のうえ、提出してください。

※動画の画面解像度は、720p(1280×720)以下、300MB以下、ファイル形式はmp4またはmov形式のいずれかとします。また、プレゼンターは、申
請代表企業の代表者又は事業担当者本人に限ります。（10分以内におさめること）

※同一事業を複数者が提出した場合、選考の対象外といたします。

（３）経費内訳（様式）

（４）直近２年間の決算書等

※設立まもなく決算書がない法人は、事業計画書及び収支予算書を添付してください。

※同一法人・事業者（同一のグループ会社も含む）が同じ締切回において複数申請することはできません。（詳細については、別途公表している
「よくあるご質問」を参照ください。）
※本事業に審査加点用の添付書類はありません。

https://gbiz-id.go.jp/top/index.html
https://portal.monodukuri-hojo.jp/common/bunsho/biz/qanda_biz_210115.pdf
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〇審査項目

①革新性

中小企業の生産性向上を推進する観点から、

・我が国全体において新規性がある取組であるか。
・競合よりも優れたアプローチを提案しているか。
・他社には真似できない優位性を有しているか。
・申請者にとって新規性があり、リスクの大きな取組であるか。

②拡張性

中小企業を相手にした民間サービスとして、

・地域又は業種を超えて、幅広い中小企業が利用できる広がりがあるか。
・中小企業の生産性向上の効果が今後も拡大する展望を持っているか。
・中小企業の自立を促す資金配分となっているか。

③持続性
民間サービスの創出を後押しする観点から、

・資金面・人員面で体制に問題がなく、補助事業終了後に収益化・自立化することが可能か。
・補助事業終了後に中小企業が自立的にビジネスを継続できることが見込まれるか。

④政策的意義

補助金を活用して支援する観点から、

・技術開発や構造的課題の解決に貢献し、生産性向上の効果が幅広く日本経済又は地域経済に波及するこ
とが見込まれるか。

・中小企業の経営者が抱える経営課題を引き出し、納得感を醸成し、企業の自己変革力の発揮に繋がる支
援内容となっているか。（※）

（※）令和4年3月15日に公表された、「中小企業伴走支援モデルの再構築について～新型コロナ・脱炭
素・DXなど環境激変下における経営者の潜在力引き出しに向けて～」にて整理されている「経営力再
構築伴走支援モデル」の考え方を参照すること。

〇加点項目
・パートナーシップ構築宣言を宣言・公表している事業者（申請締切日時点）

採択案件は、８ページで提案された書類等に基づき、有識者等で構成される審査委員会が以下の観点で総合的に評価し、決定
します。なお、応募締切後に、必要に応じて、提案に関するヒアリングを実施する場合があります。申請要件を満たさない場合
には、審査を行いません。

https://www.meti.go.jp/press/2021/03/20220315002/20220315002-1.pdf
https://www.biz-partnership.jp/index.html
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令和4年 9月9日（金）17時 公募開始

10月6日（木）17時 申請受付開始

11月11日（金）17時 公募締切

令和5年 １月中旬 採択発表 ※採択者及び不採択者に通知

1月下旬～ 交付決定後、順次事業開始

事業実施期間：10ヶ月以内

（ただし、令和5年12月20日まで）

事業終了後 実績報告の提出、確定検査

補助金の支払い

終了後１年 フォローアップ調査

※「採択結果」は提出いただいた事業計画に記載のある補助対象経費の全額に対して、補助金の交付を保証するものではあり
ません。採択結果に基づき「補助金交付申請」をいただき、その内容をあらためて事務局で精査し、必要に応じて事業者に
ご照会・ご連絡等を行ったうえで交付決定し、通知いたします。その結果補助対象外経費が含まれていた場合には交付決定
額が減額となります。

※補助事業終了後５年間、毎年事業化状況・知的財産報告書の提出も必要です。
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本事業の交付決定を受けた場合は、以下の条件等を守らなければなりません。

（１）交付決定を受けた後、本事業の経費の配分若しくは内容を変更しようとする場合又は本事業を中止、廃止若しくは他に承継させ
ようとする場合には、事前に事務局の承認を得なければなりません。

（２）本事業を完了したときは、その日から起算して３０日を経過した日又は事業完了期限日のいずれか早い日までに補助事業実績報
告書を提出しなければなりません。

（３）本事業の完了した１年後から６０日以内に本補助事業に参加した中小企業の事業化並びに付加価値額向上及び賃金引上げ状況等
について、補助事業要件確認達成状況報告書により報告するとともに、本事業に関係する調査に協力をしなければなりません。

（４）本事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間、毎会計年度終了後６０日以内に本補助事業にかかる事業化等の状況を事
業化状況（収益状況を含む）・知的財産権等報告書により報告するとともに、本事業に関係する調査に協力をしなければなりませ
ん。

（５）事業化状況の報告から、本事業の成果の事業化又は知的財産権の譲渡又は実施権設定及びその他当該事業の実施結果の他への供
与により収益が得られたと認められる場合には、受領した補助金の額を上限として収益納付しなければなりません（事業化状況等
報告の該当年度の決算が赤字の場合は免除されます）。

（６）取得財産のうち、単価５０万円（税抜き）以上の機械等の財産又は効用の増加した財産（処分制限財産）は、処分制限期間内
に取得財産を処分（①補助金の交付の目的に反する使用、譲渡、交換、貸付け、②担保に供する処分、廃棄等）しようとすると
きは、事前にその承認を受けなければなりません。

（７）財産処分する場合、残存簿価相当額または時価（譲渡額）により、当該処分財産に係る補助金額を限度に納付しなければなりま
せん。ただし、補助事業者が、本事業の成果を活用して実施する事業に使用するために、処分制限財産を生産に転用（財産の所有
者の変更を伴わない目的外使用）する場合には、事務局の事前承認を得ることにより転用による納付義務が免除されます（事業に
よって得られた収益の納付義務は免除されません）。

（８）交付申請書提出の際、消費税及び地方消費税額等仕入控除税額を減額して記載しなければなりません。
※ 補助事業者が課税事業者（免税事業者及び簡易課税事業者以外）の場合、本事業に係る課税仕入に伴い、消費税及び地方消費

税の還付金が発生することになるため、この還付と補助金交付が重複しないよう、課税仕入の際の消費税及び地方消費税相当額
について、原則としてあらかじめ補助対象経費から減額しておくこととします。この消費税及び地方消費税相当額を「消費税等
仕入控除税額」といいます。

（９）補助事業に係る経理について、その収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、交付年度終了後５年間保存しなければなりま
せん。

（10）補助事業者は、本事業の遂行及び収支の状況について、事務局から要求があったときは速やかに遂行状況報告書を作成し、事務
局に提出しなければなりません。
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（11）本事業の進捗状況確認のため、事務局が実地検査に入ることがあります。また、本事業終了後、会計検査院や事務局等が抜き打
ちで実地検査に入ることがあります。この検査により補助金の返還命令等の指示がなされた場合は、これに従わなければなりませ
ん。

（12）本事業を実施することにより知的財産権が発生した場合は、その権利は事業者に帰属します。
（13）補助金の支払については、原則として本事業終了後に補助事業実績報告書の提出を受け、補助金額の確定後の精算払となります。

ただし、資金繰りの観点から必要と認められた場合に、事務局に対して概算払いを申請することで、支払い済みの補助対象経費分
について事業の完了前に補助金の支払いを受けることができます（１回まで）。なお補助金は経理上、支払を受けた事業年度にお
ける収入として計上るものであり、法人税等の課税対象となります。

（14）本事業終了後の補助金額確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の現地確認ができない場合については、当該物件等に係る金額は
補助対象とはなりません。

（15）補助事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）」等に違反する行為等（例：他
の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場合には、補助金の交付取消・返還、不正の内容の公表等を行うことがあります。

（16）今回申請された事業者の方に、採否にかかわらず本事業に関係する調査をお願いすることがあります。また補助事業者となった
場合、必要に応じて、事業の成果にかかるデータの提供、事例集の作成、支援機関リストの作成と活用（例えば、ロボットシステ
ム等導入加速に向けた連携主体リスト）等への協力をお願いいたしますので、あらかじめご了承ください。

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=330AC0000000179
https://robo-navi.com/webroot/renkei_list.html
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その他、ものづくり補助金にかかる最新情報は、
「ものづくり補助金総合サイト」をご覧下さい。

【お問い合わせ先】

応募に関する不明点は、ものづくり補助金事務局サ
ポートセンターまでお問合せください。問い合わせが
集中した場合、回答に時間を要する可能性がございま
すので、ご了承ください。

＜ものづくり補助金事務局サポートセンター＞
受付時間：１０：００～１７：００（土日祝日除く）
電話番号：０５０－８８８０－４０５３
メールアドレス：公募要領に関するお問合わせ：

monohojo@pasona.co.jp

【ＦＡＱ】

Ｑ１．中小企業30者以上の事業計画策定支援が達成できなかっ
た場合はどうなるか？

Ａ１．支援先30者以上の事業計画書の提出については、補助要
件となっているため、補助事業実施期間内に作成し、実績
報告書の提出時に提出できなかった場合は、発生した費用
の全てが補助金の支払対象外となります。

Ｑ２．共同実施者の要件はどのようなものか？

Ａ２．本補助事業において、補助事業者と一体となって補助事
業を遂行する事業者をいいます。そのため、共同事業者が
いる場合は、事業計画書内に事業者名およびその役割を明
記してください。取引実績の有無にかかわらず、単なる委
託先や外注先は、共同事業者とはなりません。

Ｑ３．「本事業の事務局を委託する費用」とは、どのようなもの
か？（公募要領7ページに記載）

Ａ３．交付申請等の準備や支援先中小企業との窓口となる業務
など、実施する補助事業の取りまとめを行う事務局業務を
他の事業者に委託する費用をいいます。なお、当該業務に
係る費用は補助対象外となりますが、自己負担による業務
の委託自体を不可とするものではありません。

Ｑ４．一定範囲の地域内での面的連携に限るか？

Ａ４．参加企業は一地域に限る必要はなく、全国各地の中小企
業を束ねた取組みでも対象となります。

http://portal.monodukuri-hojo.jp/index.html
mailto:monohojo@pasona.co.jp
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補助金・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報告提出時等に提供いただいた情報は、中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーに則り、効果的な政策立案や経営 支援等（申
請者への各種情報提供、支援機関による個社情報閲覧等）のために、行政機関（中 小企業庁・経済産業省）やその業務委託先、独立行政法人、大学その他の研究機関、施設等機 関に提供・利用され、
かつ、支援機関からのデータ開示依頼に対して申請者の承認があれば支援機関にも提供される場合がございます。 本申請を行うことにより、本データ利用に同意したものとみなします。
詳細は、以下の中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーをご参照ください

中小企業庁関連事業データ利活用ポリシー

○補助金・行政手続・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報告提出時等に提供いただいた情報（提供いただいた情報を加工して生じた派生的な情報も含みます）は、データの
区分に従い、効果的な政策立案や経営支援等のために、以下【利活用目的・データ区分・データ提供先】の表に定める利活用目的で利活用され、提供先に提供（提供を受けた中小企業庁又はその業務委
託先からさらに第三者に提供される場合も含みます。以下同じです）される場合があります（以下「本データ利活用」といいます）。
〇申請時・利用時・事業報告提出時等に提供いただいた情報は、法令等により認められる場合を除き、以下【利活用目的・データ区分・データ提供先】の表に定める利活用目的以外の目的に利活用され
ることはなく、また、提供先以外に提供されることはありません。
なお、申請時・利用時・事業報告提出時等に提供いただいた情報については、中小企業庁の判断により提供されない場合や提供先を制限する場合があります

〇支援機関情報、支援情報、その他の第三者に関する情報が含まれる情報（以下「支援機関等情報」といいます）について、以下【利活用目的・データ区分・データ提供先】の表に定める利活用目的
に利活用され、提供先に提供される場合があることについて、申請者は、支援機関等情報について権限を有する者から事前に承諾を得るものとします。

〇申請・利用・報告等を行うことにより、本データ利活用に同意し、申請等に当たり提供いただいた情報を包括的に本データ利活用に供することに同意したものとみなします。ただし、行政手続につ
いては、本データ利活用につき個別に同意いただいた場合に限るものとし、申請時に添付するチェックシートにて同意の可否を選択いただきます。
〇なお、令和４年度以降、ミラサポplus（https://mirasapo-plus.go.jp/）の事業者向けデータ利活用許諾管理機能（データ利活用の範囲について個別の設定を可能とする機能）により本データ利活
用への同意の範囲について変更することが可能になる予定です。本データ利活用のうち申請時の提供情報の中小企業庁及びその業務委託先以外の提供先への提供については、ミラサポplusの事業者向
けデータ利活用許諾管理機能が実装されて以降、実施するものとします。

〇支援機関からのデータ開示依頼への承認や事業者向けデータ利活用許諾管理機能の利用に当たっては、ミラサポplusへのGビズIDを用いた会員登録が必要となります。
また、中小企業庁等からの申請者への各種情報提供や支援機関からのデータ開示依頼に当たって、申請時に登録いただいたメールアドレスにメールをさせていただく可能性がありますのでご留意
ください。

○補助金につき採択となった案件については、法人番号、法人名、都道府県、市区町村、事業計画名、補助金名、申請年度、申請応募回、採択、支援機関名等を中小企業庁ホームページ、ミラサポ
plus、その他中小企業庁が運営するウェブサイト等で公表する場合があります。また、行政保有データのオープンデータ化推進の観点から、行政手続の申請等に当たって提供いただいた情報につ
いては、申請時に添付するチェックシートにて同意した場合には、gBizINFO（経済産業省が運営する政府保有の法人情報のオープンデータ化サイト、https://info.gbiz.go.jp/）において、認定等の
事実、認定日等を公表する場合があります。

〇本データ利活用に関するお問合せは、以下の宛先までお願いいたします。
【中小企業庁関連事業データ利活用ポリシー窓口】
info@mirasapo.go.jp

補助金・行政手続（※）・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報告提出時等に提供いただいた情報は、中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーに則り、効果的な政策立案
や経営支援等（申請者への各種情報提供、支援機関による個社情報閲覧等）のために、経済産業省、中小企業庁及びその業務委託先、独立行政法人、大学その他の研究機関・施設等機関（政策の効果検
証（EBPM）目的のみの利活用や守秘義務等の遵守に係る誓約書を提出した機関・研究者であって、ミラサポplus上で別に定める利活用目的、主な研究実績、情報管理体制等の基準に照らし中小企業庁
が基準に合致すると認めたものに限る）に提供・利活用され、かつ、支援機関からのデータ開示依頼に対して申請者の承認があれば支援機関にも提供される場合があります。

上記を前提として、申請・利用・報告等を行うことにより、データ利活用に同意したものとみなします。ただし、行政手続については、データ利活用につき個別に同意いただいた場合に限るものと
し、申請時に添付するチェックシートにて同意の可否を選択いただきます。

（※）「行政手続」とは、中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）に基づく経営力向上計画の申請、事業継続力強化計画の申請、経営革新計画の申請を指します。
なお、申請は新規・変更の両方を含みます。また、経営力向上計画の申請は、経済産業省（経済産業部局）宛のみの申請に限ります。

mailto:info@mirasapo.go.jp
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（※１）「独立行政法人」とは、利活用目的等に照らし中小企業庁が認めた独立行政法人を指します。
（※２）「大学その他の研究機関・施設等機関」とは、ミラサポplus上で別に定める利活用目的、主な研
究実績、情報管理体制等の基準に照らし中小企業庁が基準に合致すると認めた大学その他の研究機関及び
施設等機関を指します。なお、利活用可能なデータは、下掲（※５）のとおりとします。
（※３）「支援機関」とは、以下のとおりです。なお、ミラサポplus上で支援機関からのデータ開示依頼
に対して申請者の承認が得られた場合に限り、当該申請者の個社名（個人の場合は当該個人の氏名）つき
の詳細な情報が利活用可能となります。
 特殊法人（株式会社日本政策金融公庫等）
 特別法人及び特別法人に所属する組織（日本商工会議所、全国商工会連合会及び各単会等）
 中小企業庁の設置する各種相談窓口（よろず支援拠点等）
 中小企業庁所管法律に定められる中小企業支援者（認定経営革新等支援機関等）
 中小企業庁の所管する事業における中小企業支援者（中小企業１１９の専門家・地域プラットフォ
ーム等）
（※４）「中小企業・小規模事業者等」への提供データは、採択発表時の公表情報とします。
 法人名・都道府県・市区町村
 事業計画名
 補助金名・申請年度・申請応募回、採択
 支援機関名 等
（※５）「政策の効果検証（EBPM）の実施」に係る誓約書を取り交わした研究者等に提供するデータは、
以下のとおりとします。
 法人：法人番号
 個人事業主：企業名、住所、代表者名、電話番号
 従業員数、資本金、事業所数、設立年（個人事業主は創業年）、都道府県 、業種 （主な業種、日
本標準産業分類の中分類）
 売上高、 経常利益 、付加価値額（粗利、減価償却費）
 審査結果（採択/不採択）、審査点
 補助金名、申請年度、事業実施年度、応募回
（※６）ホームページ（中小企業庁ホームページ、ミラサポplus、その他中小企業庁が運営するウェブサ
イト等）・gBizINFOにおいて、以下の項目を公表する場合があります。
・ 【補助金で採択となった案件】法人番号、法人名、都道府県、市区町村、事業計画名、補助金名、
申請年度、申請応募回、採択、支援機関名等
・ 【行政手続で認定等となった案件】認定等の事実、認定日等

 

利活用目的 

データの区分 提供先 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 1 2 3 4 5 6 7 8 

申
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識
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・
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性
情
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共
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申
請
者
情
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事
業
・
営
業
情
報 

申
請
者
の
承
継
情
報 

担
当
者
情
報 

財
務
情
報 

事
業
計
画 

申
請
事
業
内
容 

審
査
情
報 

制
度
活
用
情
報 

課
題
に
係
る
情
報 

支
援
機
関
情
報 

支
援
情
報 

経
済
産
業
省
（
中
小
企
業
庁
を
除
く
外
局
を
含
む
） 

中
小
企
業
庁
及
び
業
務
委
託
先 

独
立
行
政
法
人
（
※
１
） 

大
学
そ
の
他
の
研
究
機
関
・
施
設
等
機
関
（
※
２
）
に
所
属
す
る
研
究
者 

e
 支

援
機
関
（
※
３
） 

中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
（
※
４
） 

申
請
者
本
人 

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
・g

B
iz

IN
F
O

 

政策の効果検証（EBPM）の

実施（※５） 
〇     〇   

 

〇 

 

〇    〇 〇 〇 〇     

効果的な政策立案や経営支

援、業務効率化等のための

行政機関内での情報共有 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇       

申請者本人による過去の申

請情報等の一括した保存・

閲覧 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇  〇 〇 〇 〇       〇  

将来的な申請の円滑化に向

けた申請情報の活用（ワン

スオンリー等） 

〇 〇 〇  〇 〇 〇 〇  〇    〇 〇 〇    

 

 

中小企業・小規模事業者に

対する経営支援情報（補助

金や支援者等）の紹介 

〇 〇 〇  〇 〇 〇 〇  〇 〇 〇  〇 〇 〇  〇  

 

 

経営相談に際する支援者に

よる中小企業・小規模事業

者の情報の閲覧 

〇 〇 〇   〇 〇 〇  〇 〇 〇    〇  〇  

 

 

支援機関の支援実績や専門

知見等の見える化 
〇 〇    〇      〇 〇 〇 〇 〇  〇 〇 

 

 

事業者・支援機関への支援

者情報の提供・マッチング 
           〇 〇 〇 〇 〇  〇 〇 

 

 

政府保有情報のオープンデ

ータ化（※６） 
○       〇  ○  ○        

 

〇 
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中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーは、中小企業庁のホームページにも掲載してい
ます。
【中小企業庁関連事業データ利活用ポリシー】

https://www.chusho.meti.go.jp/hojyokin/data_policy/

 

No. データ区分 定義 具体例 

1 申請者の識別・属性

情報 

申請者を特定し、又は申請者に到達することが可能な情報及

び法人の規模や体制を示す情報 

G ビズ ID 

申請者名（法人名／屋号等を含む） 

本店住所・代表電話番号 

代表者名 

従業員数、事業所数、設立年（個人事業主は創業年）、都

道府県、市区町村、業種（主な業種、日本標準産業分類の

中分類） 等 

2 共同申請者情報 補助金等の事業に申請するに当たり、申請者が提携する法人

及び所属する組織の情報 

連携先情報 

加入組織情報  等 

3 事業・営業情報 申請者の事業概要及び特許情報、取引情報等、事業活動にお

いて有用となる技術上又は営業上の情報（営業秘密となる情

報を含む） 

事業内容 

特許情報 

販売先／仕入れ先 

株主・出資者  等 

4 申請者の承継情報 申請者の事業を承継した（承継する予定の）法人等に係る情

報 

事業承継形態・事業承継状況 

承継者の要件 

承継者の基本情報  等 

5 担当者情報 申請者において、補助金の申請を担当している部門名及び従

業員の氏名並びにその連絡先 

申請担当者名 

申請担当者の所属部署 

申請担当者の連絡先 等 

6 財務情報 申請者の確定申告及び財務三表（貸借対照表、損益計算書及

びキャッシュフロー計算書）に記載されている情報及びそれ

らの情報から算出された経営・財務指標 

確定申告書等に記載されている情報 

貸借対照表に記載されている情報 

損益計算書に記載されている情報 

各種利益率 

ローカルベンチマーク  等 

7 事業計画 申請者の中期経営計画及び補助金等の申請をした事業に係る

計画の内容 

中期経営計画 

その他事業計画  等 

8 申請事業内容 申請者が補助金等を申請する事業の概要並びに補助金交付金

額及び費用などの情報 

申請事業名・概要 

補助金交付情報  等 

9 審査情報 申請に対して審査員等が審査をした際の情報 審査点  等 

10 制度活用情報 過去に認定・承認を受けた補助金・行政手続の情報又は申請

中の補助金・行政手続の情報 

補助金交付の履歴 

行政手続の履歴（認定等の事実､認定日等） 

申請年度・事業実施年度、申請応募回 等 

11 課題に係る情報 申請者が抱える課題等、申請者から支援者又は支援機関が収

集した情報 

事業者が抱える課題 

支援機関への相談内容  等 

12 支援機関情報 支援機関として登録している情報 認定支援機関 ID 

認定支援機関名 

認定支援機関のサービス内容 

認定支援機関の資格保有内容  等 

13 支援情報 申請者が支援機関から受けた支援に関わる内容 支援内容  等 

 

なお、上記のデータ区分は、以下のとおりです。


